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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ディーゼル、バイオディーゼルまたはそれらの組み合わせから選択される燃料組成物に
おいて運転される内燃機関において亜鉛が溶出する量を０．５ｐｐｍ未満に減少させる方
法であって：
　添加剤を前記燃料組成物に加える工程であって、前記添加剤が、
　（ａ）ポリイソブチレン置換コハク酸無水物、加水分解されたポリイソブチレン置換コ
ハク酸無水物またはこれらの組み合わせであって、前記ポリイソブチレンが、平均少なく
とも３０個から３５０個の炭素原子を含み、そして少なくとも３００の数平均分子量（Ｍ
ｎ）によって特徴づけられる、ポリイソブチレン置換コハク酸無水物、加水分解されたポ
リイソブチレン置換コハク酸無水物またはこれらの組み合わせ、および
　（ｂ）第四級アンモニウム塩
を含む、工程；および
　前記燃料組成物を前記内燃機関に供給する工程
を含む、方法。
【請求項２】
　前記燃料組成物は抗乳化剤、消泡剤、低温流動剤（ｃｏｌｄ　ｆｌｏｗ　ａｇｅｎｔ）
、分散剤／清浄剤添加剤またはこれらの組み合わせをさらに含み；
　前記燃料は、亜鉛を含む固体材料に長時間接触させたままにしておくと、亜鉛が０．５
ｐｐｍを超えるレベルまで溶出する
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請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記方法はさらに、前記エンジンのインジェクターデポジットを減少させる、請求項１
～２のいずれかに記載の方法。
【請求項４】
　ディーゼル、バイオディーゼルまたはそれらの組み合わせから選択される燃料組成物に
おいて運転される内燃機関において亜鉛が溶出する量を０．５ｐｐｍ未満に減少させるた
めの前記燃料組成物における燃料添加剤の使用であって、前記添加剤が、
　（ａ）ポリイソブチレン置換コハク酸無水物、加水分解されたポリイソブチレン置換コ
ハク酸無水物またはこれらの組み合わせであって、前記ポリイソブチレンが、平均少なく
とも３０個から３５０個の炭素原子を含み、そして少なくとも３００の数平均分子量（Ｍ
ｎ）によって特徴づけられる、ポリイソブチレン置換コハク酸無水物、加水分解されたポ
リイソブチレン置換コハク酸無水物またはこれらの組み合わせ、および
　（ｂ）第四級アンモニウム塩
を含み、前記エンジンのインジェクターデポジットの形成をさらに任意に減少させる、使
用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、燃料添加剤、燃料添加剤組成物および燃料組成物、さらに内燃機関に燃料を
供給し、燃料中の酸化金属の溶出（ｐｉｃｋ－ｕｐ）を減少させる方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　燃料によるある種の酸化金属の溶出、すなわち可溶化がエンジン性能に及ぼす影響につ
いては、これまでやや不明な部分があった。こうした問題は一般に、腐食制御の観点から
評価されてきた。しかしながら、金属溶出、たとえば亜鉛溶出がエンジン性能に影響を及
ぼす恐れがある問題であることを示す証拠が増えている。
【０００３】
　亜鉛（Ｚｎ）および銅（Ｃｕ）などディーゼル燃料等の燃料中に溶解したまたは可溶性
の微量の金属が、インジェクターの汚れを増大させることが明らかになっている。このよ
うな微量金属は、燃料が接触する燃料分配系の一部を構成する金属部分から、燃料による
汚染、すなわち燃料による金属の溶出（溶解）を介して燃料分配系に入り込む。たとえば
、ディーゼル燃料が燃料タンクの亜鉛メッキ鋼表面の亜鉛を溶出させ、燃料中の亜鉛レベ
ルを上昇させる場合があり、これが上記で論じたインジェクターの汚れを促進する恐れが
ある。また、亜鉛および他の金属は、こうした金属を含有する、自動車の燃料噴射系表面
と接触することにより燃料に溶出することもある。
【０００４】
　添加剤および燃料組成物の費用および取り扱いにくさへの影響を最小限に抑えつつ、金
属溶出量、より具体的には亜鉛溶出量を効果的に減少させる燃料添加剤および燃料組成物
が求められている。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　燃料組成物に見られる金属溶出量を減少させる燃料添加剤、燃料添加剤組成物および燃
料組成物が見出された。本発明は、そうした組成物だけでなく、燃料組成物中の汚染金属
の溶出、たとえば亜鉛の溶出を減少させる方法も提供する。
【０００６】
　本発明により、酸型の少なくとも２つのカルボキシ官能基、または無水物型の少なくと
も１つのカルボキシ官能基で置換された炭化水素を含む添加剤を燃料組成物に加えると、
燃料組成物中の酸化金属の溶出量が減少することが発見された。
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【０００７】
　いくつかの実施形態では、この置換炭化水素系添加剤は、酸または無水物型の少なくと
も２つのカルボキシ官能基を含むヒドロカルビル置換アシル化剤である。
【０００８】
　いくつかの実施形態では、この置換炭化水素系添加剤および／またはヒドロカルビル置
換アシル化剤は、二酸官能性を有する。他の実施形態では、この添加剤はコハク酸アシル
化剤である。本明細書に記載の実施形態の１つまたは複数と組み合わせて使用してもよい
なお他の実施形態では、本添加剤のヒドロカルビル基は、ポリイソブチレンから誘導され
る。
【０００９】
　溶出が減少される金属は、第ＩＶ族遷移金属である。いくつかの実施形態では、この金
属は、Ｖ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ｚｎまたはこれらの組み合わせである
。いくつかの実施形態では、金属は銅、亜鉛、鉄またはこれらの組み合わせからなる群か
ら選択されてもよい。いくつかの実施形態では、この酸化金属は亜鉛である。他の実施形
態では、燃料組成物に溶出される傾向が減少される酸化金属は、鉄を除く上述の金属また
は金属の群のいずれであってもよい。
【００１０】
　本発明はさらに、前述の方法であって、置換炭化水素系添加剤が（ａ）ヒドロカルビル
置換コハク酸無水物；（ｂ）加水分解されたヒドロカルビル置換コハク酸無水物；または
（ｃ）これらの組み合わせでもよい方法を提供する。
【００１１】
　いくつかの実施形態では、本方法で処理される燃料は、酸化金属を含む固体材料に長時
間接触させたままにしておくと、前記金属を０．５ｐｐｍを超えるレベルまで溶出しやす
い燃料である。
【００１２】
　本発明の方法はさらに、本方法の燃料組成物が使用されるエンジンのインジェクターデ
ポジットを減少させることができる。
【００１３】
　本発明はさらに、（ａ）燃料；（ｂ）本明細書に記載する置換炭化水素系添加剤を含む
添加剤；および（ｃ）任意の他の性能添加剤を含む燃料組成物を提供する。本発明はさら
に、（ａ）任意の溶剤；（ｂ）本明細書に記載の置換炭化水素系添加剤；および（ｃ）任
意の他の性能添加剤を含む燃料添加剤組成物を提供する。
例えば、本発明は、以下の項目を提供する。
（項目１）
　燃料組成物中に酸化金属が溶出する量を減少させる方法であって：
　酸型の少なくとも２つのカルボキシ官能基、または無水物型の少なくとも１つのカルボ
キシ官能基で置換された炭化水素を含む添加剤を前記燃料組成物に加える工程
を含む、方法。
（項目２）
　前記置換炭化水素はヒドロカルビル置換アシル化剤であり、二酸官能性を有する、項目
１に記載の方法。
（項目３）
　前記置換炭化水素はコハク酸アシル化剤である、項目１に記載の方法。
（項目４）
　溶出が減少される前記酸化金属は銅、亜鉛、鉄またはこれらの組み合わせからなる群か
ら選択される、項目１～３のいずれかに記載の方法。
（項目５）
　前記置換炭化水素の前記ヒドロカルビル基はポリイソブチレンを含む、項目１～４のい
ずれかに記載の方法。
（項目６）
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　前記置換炭化水素剤は：
　（ａ）ヒドロカルビル置換コハク酸無水物；
　（ｂ）加水分解されたヒドロカルビル置換コハク酸無水物；
　（ｃ）これらの組み合わせ
からなる群から選択される、項目１～５のいずれかに記載の方法。
（項目７）
　前記燃料組成物は抗乳化剤、消泡剤、低温流動剤（ｃｏｌｄ　ｆｌｏｗ　ａｇｅｎｔ）
、分散剤／清浄剤添加剤またはこれらの組み合わせをさらに含み；
　前記燃料は、酸化金属を含む固体材料に長時間接触させたままにしておくと、前記金属
が０．５ｐｐｍを超えるレベルまで溶出しやすい
項目１に記載の方法。
（項目８）
　前記分散剤／清浄剤添加剤はスクシンイミド分散剤、第四級アンモニウム塩またはこれ
らの組み合わせを含む、項目７に記載の方法。
（項目９）
　前記燃料組成物はディーゼル燃料、バイオディーゼルまたはこれらの組み合わせを含む
、項目１～８のいずれかに記載の方法。
（項目１０）
　前記燃料組成物は燃料添加剤組成物である、項目１～９のいずれかに記載の方法。
（項目１１）
　前記方法はさらに、前記方法の前記燃料組成物が使用されるエンジンのインジェクター
デポジットを減少させる、項目１～１０のいずれかに記載の方法。
（項目１２）
　燃料組成物であって：
　（ａ）燃料；
　（ｂ）酸型の少なくとも２つのカルボキシ官能基、または無水物型の少なくとも１つの
カルボキシ官能基で置換された炭化水素を含む添加剤；および
　（ｃ）任意の他の性能添加剤
を含む、燃料組成物。
（項目１３）
　燃料添加剤組成物であって：
　（ａ）任意の溶剤；
　（ｂ）酸型の少なくとも２つのカルボキシ官能基、または無水物型の少なくとも１つの
カルボキシ官能基で置換された炭化水素を含む添加剤；および
　（ｃ）任意の他の性能添加剤
を含む、燃料添加剤組成物。
（項目１４）
　燃料組成物中に酸型の少なくとも２つのカルボキシ官能基、または無水物型の少なくと
も１つのカルボキシ官能基で置換された炭化水素を含ませて前記燃料組成物に酸化金属が
溶出する量を減少させる、燃料添加剤の使用であって、前記添加剤を含む燃料組成物が使
用されるエンジンのインジェクターデポジットの形成をさらに任意に減少させる、使用。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　様々な好ましい特徴および実施形態については、以下の非限定的な例によって説明する
。
【００１５】
　技術分野
　本発明は、燃料添加剤、燃料添加剤組成物、燃料組成物、および内燃機関に燃料を供給
する方法に関する。本発明は、金属溶出（ｍｅｔａｌ－ｐｉｃｋ）を減少させる方法を提
供し、いくつかの実施形態では、燃料組成物中の亜鉛溶出、いくつかの実施形態では、内
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燃機関の運転中に亜鉛溶出を減少させる方法を提供する。
【００１６】
　本発明の組成物を燃料組成物に使用すれば、燃料組成物が接触する表面から金属が溶出
する傾向を減少させることができる。また、本発明の添加剤組成物を燃料組成物に使用す
れば、同等のおよび／または改善された清浄性、具体的には改善されたエンジンデポジッ
トの制御を提供することもできる。こうした特性により、以下に限定されるものではない
が、インジェクターの汚れ、デポジットが原因のエンジン出力の低下、デポジットが原因
の燃料経済性の低下およびデポジットが原因のエンジン排出物の減少など、エンジン性能
の向上が可能になる。
【００１７】
　置換炭化水素系添加剤
　本発明の置換炭化水素系添加剤は、酸型の少なくとも２つのカルボキシ官能基、または
無水物型の少なくとも１つのカルボキシ官能基で置換された炭化水素を含む。いくつかの
実施形態では、この添加剤は、酸型または無水物型の少なくとも２つのカルボキシ官能基
で置換された炭化水素である。他の実施形態では、添加剤は、ヒドロカルビル置換コハク
酸アシル化剤である。他の実施形態では、置換炭化水素系添加剤は、ダイマー酸化合物で
ある。なお他の実施形態では、本発明の置換炭化水素系添加剤は、このセクションに記載
する２種以上の添加剤の組み合わせを含む。
【００１８】
　本発明の置換炭化水素系添加剤を本明細書に記載の組成物中で、本明細書に記載の方法
を用いて使用すると、本発明の置換炭化水素系添加剤を使用した燃料組成物が金属を溶出
する傾向が減少する。
【００１９】
　この置換炭化水素系添加剤は、ダイマー酸を含む。ダイマー酸は、脂肪酸、および／ま
たは酸官能性を含む本明細書に記載のポリアルケン（ｐｌｏｙａｌｋｅｎｅ）など、ポリ
オレフィンから誘導される二酸ポリマーの一種である。いくつかの実施形態では、本発明
に使用するダイマー酸は、Ｃ１０～Ｃ２０ポリオレフィン、Ｃ１２～Ｃ１８ポリオレフィ
ンおよび／またはＣ１６～Ｃ１８ポリオレフィン（ｐｏｌｙｏｌｆｉｎｅ）から誘導され
る。
【００２０】
　この置換炭化水素系添加剤は、コハク酸、ハロゲン化物、無水物およびこれらの組み合
わせを含む。いくつかの実施形態では、本剤は酸または無水物であり、他の実施形態では
、本剤は無水物であり、なお他の実施形態では、本剤は加水分解された無水物である。置
換炭化水素系添加剤の炭化水素および／またはヒドロカルビル置換コハク酸アシル化剤の
第一級ヒドロカルビル基は一般に、少なくとも平均約８個または約３０個または約３５個
から約３５０個または約２００個または約１００個の炭素原子を含む。一実施形態では、
ヒドロカルビル基はポリアルケンから誘導される。
【００２１】
　このポリアルケンは、Ｍｎ（数平均分子量）が少なくとも約３００であることを特徴と
してもよい。一般に、ポリアルケンは、Ｍｎが約５００または約７００または約８００ま
たはさらには約９００から約５０００または約２５００または約２０００またはさらには
約１５００であることを特徴とする。別の実施形態では、ｎは約３００または約５００ま
たは約７００から約１２００または約１３００までの幅がある。
【００２２】
　ポリアルケンは、炭素原子２から約１６または約６または約４までの重合性オレフィン
モノマーのホモポリマーおよびインターポリマーを含む。このオレフィンは、エチレン、
プロピレン、１－ブテン、イソブテンおよび１－オクテンなどのモノオレフィンでも；ま
たは１，３－ブタジエンおよびイソプレンのようなジオレフィンモノマーなどのポリオレ
フィンモノマーでもよい。一実施形態では、インターポリマーはホモポリマーである。ポ
リマーの例としてポリブテンがある。一例ではポリブテンの約５０％は、イソブチレンか
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ら誘導される。ポリアルケンは、従来の手順により調製される。
【００２３】
　一実施形態では、ヒドロカルビル基は、ｎが少なくとも約１３００または約１５００ま
たは約１６００から約５０００または約３０００または約２５００または約２０００また
は約１８００でのポリアルケンから誘導され、Ｍｗ／Ｍｎは約１．５または約１．８また
は約２から約２．５または約３．６または約３．２までである。いくつかの実施形態では
、ポリアルケンは、分子量が８００～１２００のポリイソブチレンである。こうしたポリ
アルケンから炭化水素および／または置換基が誘導される置換炭化水素および／または置
換コハク酸アシル化剤の調製および使用については、米国特許第４，２３４，４３５号に
記載されており、その開示内容を参照によって本明細書に援用する。
【００２４】
　別の実施形態では、上述のポリアルケンを過剰量のマレイン酸無水物と反応させて、置
換基１当量当たりのコハク酸基の数が少なくとも１．３から約１．５または約１．７また
は約１．８までである置換コハク酸アシル化剤を得ることにより、置換炭化水素および／
またはコハク酸アシル化剤を調製する。最大数は一般に４．５または約２．５または約２
．１または約２．０を超えないものとする。この場合のポリアルケンは、上述のポリアル
ケンのいずれであってもよい。
【００２５】
　別の実施形態では、炭化水素および／またはヒドロカルビル基は平均、約８個または約
１０個または約１２個から約４０個または約３０個または約２４個または約２０個までの
炭素原子を含む。一実施形態では、ヒドロカルビル基は平均、約１６～約１８個の炭素原
子を含む。別の実施形態では、ヒドロカルビル基はテトラプロペニル基である。一実施形
態では、ヒドロカルビル基はアルケニル基である。
【００２６】
　炭化水素および／またはヒドロカルビル基は、約２～約４０個の炭素原子を含む１種ま
たは複数種のオレフィンまたはそれらのオリゴマーから誘導してもよい。これらのオレフ
ィンは好ましくは、α－オレフィン（モノ－１－オレフィンと呼ばれることもある）また
は異性化α－オレフィンである。α－オレフィンの例として、エチレン、プロピレン、ブ
チレン、１－オクテン、１－ノネン、１－デセン、１－ドデセン、１－トリデセン、１－
テトラデセン、１－ペンタデセン、１－ヘキサデセン、１－ヘプタデセン、１－オクタデ
セン、１－ノナデセン、１－エイコセン、１－ヘンイコセン、１－ドコセン、１－テトラ
コセンなどが挙げられる。使用してもよい市販されているα－オレフィン留分として、Ｃ

１５～１８α－オレフィン、Ｃ１２～１６α－オレフィン、Ｃ１４～１６α－オレフィン
、Ｃ１４～１８α－オレフィン、Ｃ１６～１８α－オレフィン、Ｃ１６～２０α－オレフ
ィン、Ｃ２２～２８α－オレフィンなどがある。一実施形態では、オレフィンはＣ１６お
よびＣ１６～１８α－オレフィンである。さらに、Ｇｕｌｆｔｅｎｅという商品名でＧｕ
ｌｆ　Ｏｉｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから市販されているものなどのＣ３０＋α－オレフィン留
分を使用してもよい。一実施形態では、オレフィンモノマーとしてエチレン、プロピレン
および１－ブテンがある。
【００２７】
　異性化α－オレフィンは、内部オレフィンに変換されるα－オレフィンである。本明細
書の使用に好適な異性化α－オレフィンは通常、内部オレフィンとある程度のα－オレフ
ィンとが存在する混合物の形態をとる。α－オレフィンを異性化する手順は当業者によく
知られている。簡単に説明すると、この手順では、α－オレフィンをカチオン交換樹脂に
約８０℃～約１３０℃の範囲の温度で所望の程度の異性化が達成されるまで接触させる。
こうした手順は、たとえば参照によって本明細書に援用する米国特許第４，１０８，８８
９号に記載されている。
【００２８】
　モノオレフィンは、パラフィンワックスのクラッキングから得られる。ワックスのクラ
ッキングプロセスでは偶数と奇数のＣ６～２０液体オレフィンが共に得られるが、その８
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５％～９０％は直鎖１－オレフィンである。分解ワックスオレフィンの残りは、内部オレ
フィン、分枝オレフィン、ジオレフィン、芳香族化合物および不純物からなる。ワックス
のクラッキングプロセスから得られたＣ６～２０液体オレフィンを蒸留すると、コハク酸
アシル化剤の調製に有用な留分（たとえば、Ｃ１５～１８α－オレフィン）が得られる。
【００２９】
　他のモノオレフィンは、エチレンの連鎖成長プロセスから得ることができる。このプロ
セスでは、制御されたチーグラー重合により炭素数が偶数の直鎖１－オレフィンが得られ
る。モノオレフィンを調製する他の方法として、パラフィンの塩素化－脱塩化水素化およ
びパラフィンの接触脱水素が挙げられる。
【００３０】
　モノオレフィンを調製する上記の手順は、当業者に周知であり、Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄ
ｉａ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，Ｓｅｃｏｎｄ　Ｅｄｉｔｉｏｎ
，Ｋｉｒｋ　ａｎｄ　Ｏｔｈｍｅｒ，Ｓｕｐｐｌｅｍｅｎｔ，Ｐａｇｅｓ　６３２，６５
７，Ｉｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ　Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓ，Ｄｉｖ．ｏｆ　Ｊｏｈｎ　Ｗｉ
ｌｅｙ　ａｎｄ　Ｓｏｎ，１９７１の「Ｏｌｅｆｉｎｓ」という見出しに詳述されており
、モノオレフィンの調製方法に関連するその開示内容について参照によって本明細書に援
用する。
【００３１】
　コハク酸アシル化剤は、上記のオレフィン、その異性化オレフィンまたはオリゴマーを
イタコン酸、シトラコン酸またはマレイン酸アシル化剤などの不飽和カルボン酸アシル化
剤と約１６０℃または約１８５℃から約２４０℃または約２１０℃までの温度で反応させ
て調製する。マレイン酸アシル化剤は不飽和アシル化剤が好ましい。アシル化剤の調製手
順は、当業者によく知られており、たとえば米国特許第３，４１２，１１１号；およびＢ
ｅｎ　ｅｔ　ａｌ，「Ｔｈｅ　Ｅｎｅ　Ｒｅａｃｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｍａｌｅｉｃ　Ａｎｈ
ｙｄｒｉｄｅ　Ｗｉｔｈ　Ａｌｋｅｎｅｓ」，Ｊ．Ｃ．Ｓ．Ｐｅｒｋｉｎ　ＩＩ（１９７
７），ｐａｇｅｓ　５３５－５３７に記載されている。これらの参考文献は、上記のアシ
ル化剤の製造手順の開示内容について参照によって援用する。一実施形態では、アルケニ
ル基を低級オレフィン、すなわち、２から約６個までまたは約４個の炭素原子を含むオレ
フィンのオリゴマーから誘導する。こうしたオレフィンの例としては、エチレン、プロピ
レンおよびブチレンがある。
【００３２】
　オレフィン、オレフィンオリゴマーまたはポリアルケンは、反応させるオレフィン、オ
レフィンオリゴマーまたはポリアルケン１モル当たり少なくとも１モルのカルボン酸試薬
が存在するようにしてカルボン酸試薬と反応させればよい。好ましくは、過剰量のカルボ
ン酸試薬を使用する。一実施形態では、この過剰量は、約５％～約２５％である。別の実
施形態では、過剰量は４０％超または５０％超、さらには７０％超である。
【００３３】
　ヒドロカルビル置換コハク酸アシル化剤を形成するための条件、すなわち、温度、撹拌
、溶剤および同種のものは、当業者に知られている。有用なアシル化剤を調製する様々な
手順を記載している特許の例として、米国特許第３，１７２，８９２号（Ｌｅ　Ｓｕｅｒ
　ｅｔ　ａｌ．）；同第３，２１５，７０７号（Ｒｅｎｓｅ）；同第３，２１９，６６６
号（Ｎｏｒｍａｎ　ｅｔ　ａｌ）；同第３，２３１，５８７号（Ｒｅｎｓｅ）；同第３，
９１２，７６４号（Ｐａｌｍｅｒ）；同第４，１１０，３４９号（Ｃｏｈｅｎ）；および
同第４，２３４，４３５号（Ｍｅｉｎｈａｒｄｔ　ｅｔ　ａｌ）；および英国特許第１，
４４０，２１９号が挙げられる。これらの特許の開示内容を参照によって本明細書に援用
する。
【００３４】
　いくつかの実施形態では、本発明に使用するのに好適な置換炭化水素系添加剤および／
またはヒドロカルビル置換コハク酸アシル化剤は、二酸官能性を含む。単独で使用しても
、あるいは上述の実施形態と組み合わせて使用してもよい他の実施形態では、ヒドロカル
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ビル置換コハク酸アシル化剤のヒドロカルビル基をポリイソブチレンから誘導し、そのア
シル化剤の二酸官能性をヒドロカルビル置換コハク酸などのカルボン酸基から誘導する。
【００３５】
　いくつかの実施形態では、ヒドロカルビル置換アシル化剤は、１つまたは複数のヒドロ
カルビル置換コハク酸無水物基を含む。いくつかの実施形態では、ヒドロカルビル置換ア
シル化剤は、１つまたは複数の加水分解されたヒドロカルビル置換コハク酸無水物基を含
む。
【００３６】
　いくつかの実施形態では、上述のアシル化剤のヒドロカルビル置換基を、２～１０個の
炭素原子を含むホモポリマーおよび／またはコポリマーから誘導する。いくつかの実施形
態では、上述のアシル化剤のいずれかのヒドロカルビル置換基をポリイソブチレンから誘
導する。
【００３７】
　本発明の燃料添加剤は、燃料添加剤の調製に使用する個々のアルコール（類）および／
またはアミン（類）に応じて固体でも、半固体でも、または液体（油）でもよい。燃料添
加剤は、潤滑組成物および燃料組成物などの油性組成物の添加剤として使用する場合、そ
うした油性組成物に可溶性である、および／または安定に分散させることができると有利
である。したがって、たとえば燃料中での使用を意図した組成物は典型的には、組成物が
使用される燃料に燃料可溶性である、および／または安定に分散させることできる。本明
細書および添付の特許請求の範囲に使用する場合、「燃料可溶性」とは、対象の組成物の
すべてがあらゆる燃料にどのような割合でも混合できる、あるいは可溶性であることを必
ずしも意味するわけではない。むしろ、組成物が、組成物を機能させようとする燃料（炭
化水素、非炭化水素、混合物など）に、その溶液が所望の特性の１つまたは複数を示す程
度に可溶性であることを意味するものとする。そうした「溶液」も同様に、厳密に物理的
または化学的意味で真の溶液である必要はない。本発明の目的上、溶液はむしろ、本発明
の文脈において実際には溶液と同義である真の溶液の特性に十分に近い特性を示すマイク
ロエマルジョンでも、あるいはコロイド分散系でもよい。
【００３８】
　前述のように、本発明の金属溶出防止添加剤は、清浄剤としても働き得る、燃料用の添
加剤として有用である。本発明の燃料添加剤は、燃料組成物中に１～１０，０００ｐｐｍ
（ｐｐｍは重量：重量ベースで計算）で存在すればよい。追加の実施形態では、燃料添加
剤は、燃料組成物中に下限が１、３、５、１０、５０、１００、１５０および２００ｐｐ
ｍ、上限が１０，０００、７，５００、５，０００および２，５００の範囲で存在し、い
ずれかの上限といずれかの下限とを組み合わせて、燃料添加剤が燃料組成物中に存在する
範囲としてもよい。
【００３９】
　本発明の添加剤は、添加剤が使用された組成物の他の成分と相互作用する場合、塩また
は他の複合体および／または誘導体を形成し得ることを意図している。本添加剤のこうし
た形態も本発明の一部であり、本明細書に記載の実施形態に含まれる（ｉｎｃｌｕｄｅ）
。本発明のコハク酸アシル化剤およびその製造プロセスの一部は、米国特許第５，７３９
，３５６号；同第５，７７７，１４２号；同第５，７８６，４９０号；同第５，８５６，
５２４号；同第６，０２０，５００号；および同第６，１１４，５４７号に開示されてお
り、これらを参照によって本明細書に援用する。ヒドロカルビル置換アシル化剤を製造す
る他の方法は、参照によって本明細書に援用する米国特許第５，９１２，２１３号；同第
５，８５１，９６６号；および同第５，８８５，９４４号で確認することができる。いく
つかの実施形態では、本発明のコハク酸アシル化剤を、参照によって本明細書に援用する
欧州特許第０３５５８９５号に記載されているような加熱プロセスおよび／または塩素を
含まないプロセスのみにより調製する。
【００４０】
　燃料添加剤組成物
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　本発明の燃料添加剤組成物は上述の燃料添加剤を含み、さらに溶剤および／または１種
または複数種の追加の性能添加剤も含む。こうした添加剤組成物は、添加剤コンセントレ
ートおよび／またはコンセントレートとも呼ばれ、添加剤組成物を添加していない燃料に
加えて燃料組成物を調製するのに使用していてもよい。
【００４１】
　本発明に使用するのに好適な溶剤として、添加剤組成物に適合性および／または均一性
を与え、取り扱いおよび移動を容易にする炭化水素溶剤があり、下記のような燃料を挙げ
ることもできる。溶剤は、脂肪族炭化水素でも、芳香族炭化水素でも、酸素含有組成物で
も、またはこれらの混合物でもよい。いくつかの実施形態では、溶剤の引火点は一般に約
２５℃またはそれ以上である。いくつかの実施形態では、炭化水素溶剤は、引火点が６２
℃を超える芳香族ナフサ、または引火点が４０℃の芳香族ナフサ、または引火点が６２℃
を超え芳香族含有量１６％のケロシンである。
【００４２】
　脂肪族炭化水素として、脂肪族成分の大半を占める様々なナフサおよびケロシンの沸点
留分がある。芳香炭化水素として、ベンゼン、トルエン、キシレン、および芳香族成分の
大半を占める様々なナフサおよびケロシンの沸点留分がある。アルコールは通常、約２～
１０個の炭素原子を含む脂肪族アルコールであり、エタノール、１－プロパノール、イソ
プロピルアルコール、１－ブタノール、イソブチルアルコール、アミルアルコールおよび
２－メチル－１－ブタノールが挙げられる。
【００４３】
　酸素含有組成物としては、アルコール、ケトン、カルボン酸、グリコールおよび／また
はポリグリコールのエステル、またはこれらの混合物を挙げることができる。本発明の実
施形態の１つでは、溶剤は硫黄を実質的に含んでいないか、まったく含んでおらず、いく
つかの例では硫黄含有量は５０ｐｐｍ未満、２５ｐｐｍ、１８ｐｐｍ未満、１０ｐｐｍ未
満、８ｐｐｍ未満、４ｐｐｍ未満または２ｐｐｍ未満である。溶剤は、添加剤コンセント
レート組成物中に０～９９重量パーセント、他の例では３～８０重量パーセントまたは１
０～７０重量パーセント存在していてもよい。別々にまたは組み合わせて用いられる本発
明の摩擦調整剤および追加の性能添加剤は、添加剤コンセントレート組成物中に０．０１
～１００重量パーセントで存在してもよく、他の例では０．０１～９５重量パーセント、
０．０１～９０重量パーセントまたは０．１～８０重量パーセントで存在してもよい。
【００４４】
　上記の範囲に考慮されているように、一実施形態では、添加剤コンセントレートは本発
明の燃料添加剤を含むが、実質的に他の溶剤を含まなくてもよい。こうした実施形態では
、本発明の燃料添加剤を含む添加剤コンセントレートは、粘度などコンセントレートの材
料取り扱い性の向上のために加える追加溶剤を一切含まないという点で未希釈である。
【００４５】
　本発明のいくつかの実施形態では、燃料組成物、燃料添加剤コンセントレートおよび／
または燃料添加剤はそれ自体硫黄、リン、硫酸灰分およびこれらの組み合わせからなる群
から選択される少なくとも１つの要素を実質的に含まないか、または含まず、他の実施形
態では、燃料組成物がこれらの要素のいずれか１つまたは全部を含む量は、５０ｐｐｍ未
満、２０ｐｐｍ、１５ｐｐｍ未満、１０ｐｐｍ未満または１ｐｐｍ未満である。
【００４６】
　本発明の実施形態の１つでは、本発明の燃料添加剤を含む添加剤コンセントレート組成
物または燃料組成物は、周囲温度から通常最大６０℃の高温で組成物が均一になるまで組
成物の成分を混ぜるかまたは混合して調製すればよい。
【００４７】
　本発明の添加剤組成物に含めてもよい追加の性能添加剤については以下に記載する。
【００４８】
　燃料
　本発明の燃料組成物は上述の燃料添加剤および液体燃料を含むものであり、内燃機関に
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燃料を供給する際に有用である。また、燃料は上述の添加剤組成物の成分でもよい。
【００４９】
　多くの種類の市販燃料、特に市販のディーゼル燃料および／またはバイオ燃料が、影響
を受けやすい金属表面に直接接触した状態に置かれると、酸化金属をある程度溶出または
可溶化する能力があることは業界において一般に認められている。また、すべてではない
が大部分の燃料、特に市販のディーゼル燃料には、ある程度金属を溶出する傾向があるこ
とも確認されている。さらに、燃料添加剤を使用した燃料および燃料添加剤組成物中では
、燃料添加剤が、燃料に酸化金属が溶出する傾向を促進する場合が多いことも知られてい
る。本発明は、そうした燃料および燃料添加剤組成物中で酸化金属が溶出される性質を減
少させる。
【００５０】
　いくつかの実施形態では、本発明に使用するのに好適な燃料として、市販されている任
意の燃料が挙げられ、いくつかの実施形態では、市販されている任意のディーゼル燃料お
よび／またはバイオ燃料が挙げられる。他の実施形態では、本発明に使用するのに好適な
燃料として、金属溶出が起こりやすい市販の任意の燃料が挙げられ、いくつかの実施形態
では、金属溶出が起こりやすい市販の任意のディーゼル燃料および／またはバイオ燃料が
挙げられる。
【００５１】
　なお他の実施形態では、本発明に使用するのに好適な燃料は、任意の燃料または任意の
ディーゼル燃料および／もしくはバイオ燃料であり、酸化金属を含む固体材料に長時間接
触させたままにしておくと、前記金属が０．５ｐｐｍを超えるレベルまで溶出しやすいも
のである。いくつかの実施形態では、関連する接触時間は７２時間超、４８時間超または
２４時間超である。
【００５２】
　本発明は、燃料を含んでいてもよい燃料組成物および燃料添加剤コンセントレート組成
物を含む。こうした組成物に使用する燃料は、酸化金属を溶出する性質を示しても示さな
くてもよく、実際のところ本出願に記載の燃料またはその組み合わせのいずれでもよい。
こうした組成物に使用する燃料は、本明細書に記載の方法において本発明の添加剤を加え
てもよい燃料と同じ燃料でなくてもよい。すなわち、本発明の添加剤は、ある組成物中に
存在する場合、その組成物は燃料を含んでいてもよい。この燃料は、酸化金属を溶出する
性質を示しても示さなくてもよい。添加剤を含む組成物は、燃料および／または燃料添加
剤組成物に後で加えてもよい。この組成物中に存在する燃料の種類は、添加剤を含む組成
物中の任意の燃料成分の種類と無関係である。燃料および／または燃料添加剤組成物が酸
化金属を溶出する性質は、燃料の特性ならびに／または燃料および／もしくは添加剤組成
物中に存在する１種または複数種の添加剤の特性による場合がある。本発明の方法および
組成物に記載されているような添加剤を含む組成物を加えると、燃料および／または燃料
添加剤組成物が酸化金属を溶出する性質が減少する。
【００５３】
　本発明に使用するのに好適な燃料の種類についての以下の記載は、本発明の添加剤を含
む組成物中に存在していてもよい燃料のほか、添加剤を含む組成物を加えてもよい燃料お
よび／または燃料添加剤組成物に関する。
【００５４】
　本発明に使用するのに好適な燃料は、あまり限定されない。一般には、好適な燃料は周
囲条件、たとえば室温（２０～３０℃）で通常液体である。この液体燃料は、炭化水素燃
料でも、非炭化水素燃料でも、またはこれらの混合物でもよい。
【００５５】
　炭化水素燃料は、ＡＳＴＭ規格Ｄ４８１４に定められたようなガソリンなどの石油留分
でも、またはＡＳＴＭ規格Ｄ９７５に定められたようなディーゼル燃料でもよい。一実施
形態では、液体燃料はガソリンであり、別の実施形態では、液体燃料は無鉛ガソリンであ
る。別の実施形態では、液体燃料はディーゼル燃料である。炭化水素燃料は、ガストゥリ
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キッドプロセスにより調製された炭化水素でもよく、たとえばフィッシャートロプシュプ
ロセスなどのプロセスにより調製された炭化水素が挙げられる。いくつかの実施形態では
、本発明に使用する燃料はディーゼル燃料、バイオディーゼル燃料またはこれらの組み合
わせである。
【００５６】
　非炭化水素燃料は、多くの場合オキシゲネートとも呼ばれる酸素を含む組成物であって
もよく、アルコール、エーテル、ケトン、カルボン酸のエステル、ニトロアルカンまたは
これらの混合物が挙げられる。非炭化水素燃料は、たとえばメタノール、エタノール、メ
チルｔ－ブチルエーテル、メチルエチルケトン、エステル交換油、ならびに／または菜種
油メチルエステルおよび大豆油メチルエステルおよびニトロメタンなど植物および動物由
来の油脂がある。
【００５７】
　炭化水素燃料と非炭化水素燃料との混合物として、たとえばガソリンとメタノールおよ
び／またはエタノールとの混合物、ディーゼル燃料とエタノールとの混合物、さらにディ
ーゼル燃料と菜種油メチルエステルなどのエステル交換植物油および他の生物由来の燃料
との混合物がある。一実施形態では、液体燃料は、炭化水素燃料、非炭化水素燃料または
これらの混合物中の水のエマルジョンである。本発明のいくつかの実施形態では、液体燃
料は重量ベースでの硫黄含有量が５０００ｐｐｍ以下、１０００ｐｐｍ以下、３００ｐｐ
ｍ以下、２００ｐｐｍ以下、３０ｐｐｍ以下または１０ｐｐｍ以下であればよい。
【００５８】
　本発明の液体燃料は、燃料組成物中に一般に９５重量％を超える量で存在し大部分を占
め、他の実施形態では９７重量％を超える量、９９．５重量％を超える量または９９．９
重量％を超える量で存在する。
【００５９】
　追加の性能添加剤
　本発明の添加剤組成物および燃料組成物は、１種または複数種の他の性能添加剤をさら
に含んでいてもよい。追加の性能添加剤は、内燃機関の種類およびそのエンジンに使用さ
れている燃料の種類、燃料の品質およびエンジンが運転される使用条件などいくつかの要
因に応じて燃料組成物に加えてもよい。
【００６０】
　いくつかの実施形態では、本明細書に記載の追加の性能添加剤は、燃料組成物が亜鉛な
どの金属を溶出する性質を助長する恐れがある。そうした状況で本発明を使用すれば、こ
うした追加の添加剤の影響を減少および／または排除することができる。
【００６１】
　追加の性能添加剤として、ヒンダードフェノールまたはその誘導体および／またはジア
リールアミンまたはその誘導体などの酸化防止剤；腐食抑制剤；および／または、たとえ
ば以下に限定されるものではないが、ＰＩＢアミン分散剤、第四級塩分散剤、およびその
第四級アンモニウム塩などのスクシンイミド分散剤の誘導体を含むスクシンイミド分散剤
といったポリエーテルアミンまたは窒素を含む清浄剤など本発明の燃料添加剤以外の清浄
剤／分散剤添加剤を挙げることができる。
【００６２】
　追加の性能添加剤としてさらに、マレイン酸無水物とスチレンとのエステル型コポリマ
ーおよび／またはエチレンと酢酸ビニルとのコポリマーなどの低温流動性向上剤（ｃｏｌ
ｄ　ｆｌｏｗ　ｉｍｐｒｏｖｅｒ）；シリコーン油などの抑泡剤および／または消泡剤；
ポリアルコキシル化アルコールなどの抗乳化剤；脂肪カルボン酸などの潤滑剤；以下に限
定されるものではないが、ベンゾトリアゾールなどの芳香族トリアゾールまたはその誘導
体のような金属活性低下剤；および／またはスルホコハク酸アルカリ金属塩などのバルブ
シートリセッション添加剤を挙げることができる。
【００６３】
　好適な消泡剤としてさらに、ポリジメチルシロキサン、ポリエチルシロキサン、ポリジ
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エチルシロキサンなどの有機シリコーン、ポリアクリラートおよびポリメタクリラート、
トリメチル－トリフルオロ（ｔｒｉｆｌｏｕｒｏ）－プロピルメチルシロキサンおよび同
種のものがある。
【００６４】
　追加の添加剤としてさらに、殺生剤；帯電防止剤、氷結防止剤、鉱油および／またはポ
リ（α－オレフィン）および／またはポリエーテルなどの流動性付与剤、およびオクタン
価またはセタン価向上剤などの助燃剤が挙げられる。
【００６５】
　本発明の燃料添加剤組成物および燃料組成物中に存在してもよい追加の性能添加剤とし
てさらに、任意に周知のエステル化触媒の存在下でジカルボン酸（酒石酸など）および／
またはトリカルボン酸（クエン酸など）をアミンおよび／またはアルコールと反応させて
調製するジ－エステル、ジ－アミド、エステル－アミドおよびエステル－イミド摩擦調整
剤が挙げられる。これらの摩擦調整剤は、多くの場合、酒石酸、クエン酸またはその誘導
体から得られるが、摩擦調整剤自体がその（ｉｔ）構造内にかなりの量の分枝ヒドロカル
ビル基を持つように分枝アミンおよび／またはアルコールから得てもよい。こうした摩擦
調整剤の調製に使用するのに好適な分枝アルコールの例として、２－エチルヘキサノール
、イソトリデカノール、ゲルベアルコールまたはこれらの混合物が挙げられる。
【００６６】
　追加の性能添加剤として、ヒドロカルビル置換されたコハク酸無水物とポリ（アルキレ
ンアミン）との縮合生成物であるスクシンイミド分散剤などＴＢＮが高い窒素含有分散剤
が挙げられる。スクシンイミド（ｓｕｃｃｎｉｍｉｄｅ）分散剤は、潤滑剤製造の技術分
野においてよく知られている。こうした分子は一般にアルケニルアシル化剤とポリアミン
との反応から誘導され、この２つ部分間では単純なイミド構造のほか、様々なアミドおよ
び第四級アンモニウム塩など種々の結合が可能である。スクシンイミド分散剤については
、米国特許第４，２３４，４３５号および同第３，１７２，８９２号により詳細に記載さ
れている。こうした材料は、エステル結合またはエステル官能性を含んでいてもよい。
【００６７】
　窒素を含む分散剤のもう１つのクラスはマンニッヒ塩基である。これは、高分子量のア
ルキル置換フェノール、アルキレンポリアミンとホルムアルデヒドなどのアルデヒドとの
縮合により形成される材料である。こうした材料については米国特許第３，６３４，５１
５号により詳細に記載されている。
【００６８】
　他に窒素を含む分散剤として、一般に炭化水素系ポリマーであって、ポリマーに分散性
特性を与える窒素（ｎｉｎｔｒｏｇｅｎ）含有極性官能基を含む、高分子分散剤添加剤が
挙げられる。
【００６９】
　ＴＢＮが高い窒素含有分散剤の調製にはアミンを使用するのが一般的である。１種また
は複数種のポリ（アルキレンアミン）を使用してもよく、３～５つのエチレン単位および
４～６個の窒素を持つ１種または複数種のポリ（エチレンアミン）を挙げることができる
。こうした材料として、トリエチレンテトラミン（ＴＥＴＡ：ｔｒｉｅｔｈｙｌｅｎｅｔ
ｅｔｒａｍｉｎｅ）、テトラエチレンペンタミン（ＴＥＰＡ：ｔｅｔｒａｅｔｈｙｌｅｎ
ｅｐｅｎｔａｍｉｎｅ）およびペンタエチレンヘキサミン（ＰＥＨＡ：ｐｅｎｔａｅｔｈ
ｙｌｅｎｅｈｅｘａｍｉｎｅ）がある。こうした材料は典型的には、一定数のエチレン単
位および窒素原子を含む様々な異性体の混合物、および種々の環状構造など様々な異性体
構造の混合物として市販されている。ポリ（アルキレンアミン）としては、業界ではエチ
レンアミンの蒸留残渣油として知られる比較的高分子量のアミンを同様に挙げることがで
きる。
【００７０】
　追加の性能添加剤として、（ｉ）（ａ）ヒドロカルビル置換アシル化剤と、前記アシル
化剤と縮合可能な酸素または窒素原子を持つ化合物との縮合生成物であって、第三級アミ
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ノ基をさらに持つ縮合生成物；（ｂ）少なくとも１つの第三級アミノ基を持つポリアルケ
ン置換アミン；および（ｃ）第三級アミノ基を持つマンニッヒ反応生成物であって、ヒド
ロカルビル置換（ｓｕｂｓｉｔｕｔｅｄ）フェノール、アルデヒドおよびアミンの反応か
ら調製されるマンニッヒ反応生成物からなる群から選択される少なくとも１つの化合物；
と、（ｉｉ）化合物（ｉ）の第三級アミノ基を第四級窒素に変換するのに好適な四級化剤
であって、ジアルキルスルファート、ベンジルハロゲン化物、ヒドロカルビル置換カルボ
ナート；酸と組み合わせたヒドロカルビルエポキシドまたはこれらの混合物からなる群か
ら選択される四級化剤との反応生成物を含む第四級塩を挙げることができる。
【００７１】
　一実施形態では、第四級塩は、（ｉ）少なくとも１つの第三級アミノ基を持つポリアル
ケン置換アミンおよび／または第三級アミノ基を持つマンニッヒ反応生成物からなる群か
ら選択される少なくとも１つの化合物；と（ｉｉ）四級化剤との反応生成物を含む。
【００７２】
　別の実施形態では、第四級塩として（ｉ）コハク酸無水物とアミンとの反応生成物；と
（ｉｉ）四級化剤との反応生成物が挙げられる。そうした実施形態では、コハク酸無水物
をポリイソブチレンおよび無水物から誘導することができ、この場合ポリイソブチレンの
数平均分子量は約８００～約１６００である。いくつかの実施形態では、コハク酸無水物
は塩素を含まない。
【００７３】
　いくつかの実施形態では、上述の成分（ｉ）（ａ）のヒドロカルビル置換アシル化剤は
、長鎖炭化水素、一般に（１）フマル酸、イタコン酸、マレイン酸などの不飽和一価Ｃ４

～Ｃ１０ジカルボン酸；（２）無水物などの（１）の誘導体、またはＣ１～Ｃ５アルコー
ルから誘導された（１）のモノ－またはジ－エステル；（３）アクリル酸およびメタクリ
ル酸などの不飽和一価Ｃ３～Ｃ１０モノカルボン酸；または（ｉｖ４　Ｃ１～Ｃ５アルコ
ールから誘導された（３）のエステルなど（３）の誘導体といった不飽和一価カルボン酸
反応物で置換されたポリオレフィンと、下記一般式で表されるオレフィン結合を含む任意
の化合物との反応生成物である。式中、Ｒ１は各々独立に水素またはヒドロカルビル基で
ある。
【００７４】
　（Ｒ１）（Ｒ１）Ｃ＝Ｃ（Ｒ１）（ＣＨ（Ｒ１）（Ｒ１））　（Ｉ）
　不飽和一価カルボン酸と反応するオレフィンポリマーとしては、Ｃ２～Ｃ２０、たとえ
ばＣ２～Ｃ５モノオレフィンを主要なモル量で含むポリマーを挙げることができる。こう
したオレフィンとして、エチレン、プロピレン、ブチレン、イソブチレン、ペンテン、オ
クテン－１またはスチレンがある。こうしたポリマーは、ポリイソブチレンなどのホモポ
リマー、さらにはエチレンとプロピレン；ブチレンとイソブチレン；プロピレンとイソブ
チレンとのコポリマーなど２つ以上のこうしたオレフィンのコポリマーであってもよい。
他のコポリマーとしては、少ない（ｍｉｎｏｒ）モル量の、たとえば１～１０モル％のコ
ポリマーのモノマーがＣ４～Ｃ１８ジオレフィンであるコポリマー、たとえばイソブチレ
ンとブタジエンとのコポリマー；またはエチレン、プロピレンおよび１，４－ヘキサジエ
ンのコポリマーなどがある。
【００７５】
　一実施形態では、式（Ｉ）の少なくとも１つのＲはポリブテン、すなわち１－ブテン、
２－ブテンおよびイソブチレンなどのＣ４オレフィンのポリマーから誘導される。Ｃ４ポ
リマーとして、ポリイソブチレンを挙げることができる。別の実施形態では、式（Ｉ）の
少なくとも１つのＲは、エチレン－プロピレン－ジエンポリマーなどのエチレン－αオレ
フィンポリマーから誘導される。エチレン－αオレフィンコポリマーおよびエチレン－低
級オレフィン－ジエンターポリマーについては、欧州特許第０２７９８６３号および以下
の米国特許第３，５９８，７３８号；同第４，０２６，８０９号；同第４，０３２，７０
０号；同第４，１３７，１８５号；同第４，１５６，０６１号；同第４，３２０，０１９
号；同第４，３５７，２５０号；同第４，６５８，０７８号；同第４，６６８，８３４号
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；同第４，９３７，２９９号；同第５，３２４，８００号など多くの特許文書に記載され
ており、上記のエチレン系ポリマーに関する開示内容について各々を参照によって本明細
書に援用する。
【００７６】
　別の実施形態では、式（Ｉ）のオレフィン結合は主に、下記２つの式で表されるビニリ
デン基であり、
　－（Ｈ）Ｃ＝Ｃ（Ｒ２）（Ｒ２）　（ＩＩ）
式中、Ｒ２はヒドロカルビル基であり、いくつかの実施形態では２つのＲ２基はメチル基
であり、
　－（Ｈ）（Ｒ３）Ｃ（Ｃ（ＣＨ３）＝ＣＨ２）　（ＩＩＩ）
式中、Ｒ３はヒドロカルビル基である。
【００７７】
　一実施形態では、式（Ｉ）のビニリデン量は、ビニリデン基を少なくとも約３０モル％
、ビニリデン基を少なくとも約５０モル％またはビニリデン基を少なくとも約７０モル％
ビニリデン基を含んでいてもよい。こうしたビニリデンを調製する材料および方法につい
ては、参照によって明示的に本明細書に援用する米国特許第５，０７１，９１９号；同第
５，１３７，９７８号；同第５，１３７，９８０号；同第５，２８６，８２３号、同第５
，４０８，０１８号、同第６，５６２，９１３号、同第６，６８３，１３８号、同第７，
０３７，９９９号および米国特許出願公開第２００４０１７６５５２号、同第２００５０
１３７３６３号および同第２００６００７９６５２号に記載されており、こうした製品は
ＢＡＳＦからＧＬＩＳＳＯＰＡＬ（登録商標）という商品名で、さらにＴｅｘａｓ　Ｐｅ
ｔｒｏｃｈｅｍｉｃａｌｓ　ＬＰからＴＰＣ　１１０５（商標）およびＴＰＣ　５９５（
商標）という商品名で市販されている。
【００７８】
　不飽和一価カルボン酸反応物と式（Ｉ）の化合物との反応からヒドロカルビル置換アシ
ル化剤を製造する方法は当該技術分野においてよく知られており、以下の米国特許第３，
３６１，６７３号および同第３，４０１，１１８号（熱により「エン」反応を起こす）；
米国特許第３，０８７，４３６号；同第３，１７２，８９２号；同第３，２７２，７４６
号、同第３，２１５，７０７号；同第３，２３１，５８７号；同第３，９１２，７６４号
；同第４，１１０，３４９号；同第４，２３４，４３５号；同第６，０７７，９０９号；
同第６，１６５，２３５号に開示されており、これらを参照によって本明細書に援用する
。
【００７９】
　別の実施形態では、ヒドロカルビル置換アシル化剤は、下記式で表される少なくとも１
つのカルボン酸反応物であって：
　（Ｒ４Ｃ（Ｏ）（Ｒ５）ｎＣ（Ｏ））Ｒ４　（ＩＶ）
および
【００８０】
【化１】

【００８１】
式中、Ｒ４は各々独立にＨまたはヒドロカルビル基であり、Ｒ５は各々二価のヒドロカル
ビレン基であり、ｎは０または１であるカルボン酸反応物と、式（Ｉ）で表されるような
オレフィン結合を含む任意の化合物との反応から製造することができる。各化合物および
それらの化合物の製造プロセスについては米国特許第５，７３９，３５６号；同第５，７
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７７，１４２号；同第５，７８６，４９０号；同第５，８５６，５２４号；同第６，０２
０，５００号；および同第６，１１４，５４７号に開示されており、これらを参照によっ
て本明細書に援用する。
【００８２】
　ヒドロカルビル置換アシル化剤を製造する他の方法は、参照によって本明細書に援用す
る以下の文献、米国特許第５，９１２，２１３号；同第５，８５１，９６６号；および同
第５，８８５，９４４号で確認できる。
【００８３】
　アシル化剤と縮合できる酸素または窒素原子を持ち、さらに第三級アミノ基を持つ化合
物は、下記２つの式で表すことができる。
【００８４】
【化２】

【００８５】
式中、Ｘは約１～約４個の炭素原子を含むアルキレン基であり；Ｒ６は各々独立にヒドロ
カルビル基であり、Ｒ６’は水素でも、またはヒドロカルビル基でもよい。
【００８６】

【化３】

【００８７】
式中、Ｘは約１～約４個の炭素原子を含むアルキレン基であり；Ｒ７は各々独立にヒドロ
カルビル基である。
【００８８】
　アシル化剤と縮合でき、さらに第三級アミノ基を持つ、窒素または酸素原子含有（ｃｏ
ｎｔａｉｎ）化合物の例として、エチレンジアミン、１，２－プロピレンジアミン、１，
３－プロピレンジアミン、異性体ブチレンジアミン、ペンタンジアミン、ヘキサンジアミ
ン、ヘプタンジアミン、ジエチレントリアミン、ジプロピレントリアミン、ジブチレント
リアミン、トリエチレンテトラアミン、テトラエチレンペンタアミン、ペンタエチレンヘ
キサアミン、ヘキサメチレンテトラミンおよびビス（ヘキサメチレン）トリアミン、ジア
ミノベンゼン、ジアミノピリジンまたはこれらの混合物を挙げることができるが、これに
限定されるものではない。さらに、アルキル化して第三級アミノ基を持たせることができ
る窒素または酸素含有（ｃｏｎｔａｉｎ）化合物を使用してもよい。アルキル化して第三
級アミノ基を持たせてからアシル化剤と縮合できる窒素または酸素含有（ｃｏｎｔａｉｎ
）化合物として、ジメチルアミノプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－アミノプロピルア
ミン、Ｎ，Ｎ－ジエチル－アミノプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－アミノエチルアミ
ンまたはこれらの混合物を挙げることができるが、これに限定されるものではない。アシ
ル化剤と縮合でき、さらに第三級アミノ基を持つ、窒素または酸素含有化合物としてはさ
らに、たとえば１－（３－アミノプロピル）イミダゾールおよび４－（３－アミノプロピ
ル）モルホリン、１－（２－アミノエチル）ピペリジンなどのアミノアルキル置換複素環
化合物、３，３－ジアミノ－Ｎ－メチルジプロピルアミン、３’３－アミノビス（Ｎ，Ｎ
－ジメチルプロピルアミン）がある。アシル化剤と縮合でき、さらに第三級アミノ基を持
つ、別のタイプの窒素または酸素含有化合物として、アルカノールアミンがあり、以下に
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限定されるものではないが、トリエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロパノー
ル、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノプロパノール、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノブタノール、Ｎ，Ｎ
，Ｎ－トリス（ヒドロキシエチル）アミンまたはこれらの混合物が挙げられる。
【００８９】
　第四級アンモニウム塩およびその調製方法の例については、参照によって本明細書に援
用する以下の特許、米国特許第４，２５３，９８０号、米国特許第３，７７８，３７１号
、米国特許第４，１７１，９５９号、米国特許第４，３２６，９７３号、米国特許第４，
３３８，２０６号および米国特許第５，２５４，１３８号に記載されている。
【００９０】
　追加の性能添加剤は各々、本発明の添加剤および／または燃料組成物に直接加えてもよ
いが、一般に燃料添加剤と混合して添加剤組成物またはコンセントレートを形成し、次い
で燃料と混合して燃料組成物を得る。添加剤コンセントレート組成物については上記によ
り詳細に記載してある。
【００９１】
　いくつかの実施形態では、上述したこれらの追加の性能添加剤は、性能添加剤を使用し
た燃料組成物中の燃料に酸化金属が溶出する性質の原因および／または促進要因である場
合がある。他の実施形態では、上述の添加剤は、添加剤を使用した燃料組成物の金属溶出
特性に影響を与えない場合もある。いずれの場合も、本発明の添加剤組成物および方法は
これらの添加剤に予想される作用に対応し、燃料組成物に金属が溶出する傾向を減少させ
ることができ、上述の追加の性能添加剤がその傾向の原因であるか、その傾向を悪化させ
るか、それとも大きな変化を与えないかには関係ない。
【００９２】
　産業上の利用性
　一実施形態では、本発明は液体燃料に、および／または圧縮点火機関または火花点火式
機関のいずれの内燃機関の運転に有用である。内燃機関は、ガソリン、ディーゼル、天然
ガス、混合ガソリン／アルコールまたは上記のセクションに記載した燃料のいずれかを供
給する２サイクルまたは４サイクル機関を含む。圧縮点火機関は、ライトデューティーデ
ィーゼルエンジンとヘビーデューティーディーゼルエンジンとを含む。火花点火式機関は
、ポート噴射ガソリンエンジンおよび直接噴射ガソリンエンジンを含む。
【００９３】
　他の実施形態では、上述の燃料添加剤および方法が燃料組成物中の金属溶出を減少させ
、したがって燃料中の亜鉛などの金属レベルの上昇を防止するため、本発明は添加剤組成
物において有用である。
【００９４】
　なお他の実施形態では、本発明の添加剤組成物を潤滑組成物に使用して添加剤がエンジ
ンの潤滑系に存在するようにしてもよい。さらに添加剤はエンジンの運転中に、潤滑組成
物を含む添加剤の少量が燃焼室に移動することによりエンジンの燃焼室に入ってもよい。
これは、潤滑組成物、この場合は添加剤組成物が、シリンダー内のピストンヘッドを吹き
抜けてエンジンの潤滑系から燃焼室に移動する「ブローバイ」という現象によるものであ
る。
【００９５】
　いくつかの実施形態では、本発明の方法および／または組成物により金属溶出が少なく
とも５％、少なくとも２０％、またはさらには少なくとも５０％減少される。こうした実
施形態のいくつかの減少は、以下の実施例の試験手順における７日間および／または１４
日間の結果に関する。他の実施形態では、本発明の方法および／または組成物により、燃
料組成物中の金属レベルが１０ｐｐｍ、５ｐｐｍ、１ｐｐｍ、０．５ｐｐｍ、０．３ｐｐ
ｍまたはさらには０．１ｐｐｍの金属含有量を超えないようになる。こうした実施形態の
いくつかの減少は、以下の実施例に使用した試験手順における７日間および／または１４
日目の結果に関する。いくつかの実施形態では、以下の実施例に記載した試験により７日
間で評価すると、本発明の方法および／または組成物により、金属レベルが少なくとも３
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０％または少なくとも８０％減少する、および／または金属レベルが１ｐｐｍを超えない
ようになる。いくつかの実施形態では、以下の実施例に記載した試験により１４日間で評
価すると、本発明の方法および／または組成物により、金属レベルが少なくとも４０％ま
たは少なくとも８０％減少する、および／または金属レベルが８ｐｐｍまたはさらには１
ｐｐｍを超えないようになる。
【００９６】
　本発明は、燃料組成物中の添加剤としてだけでなく、添加剤自体としての、さらに前記
添加剤を含む燃料および燃料添加剤組成物としての、本明細書に記載の置換炭化水素およ
び／またはヒドロカルビル置換アシル化剤の使用を含む。本発明の添加剤は、当該技術分
野において公知のどのような手段で燃料組成物および／または燃料添加剤組成物に加えて
もよく、添加剤のタイミングも限定されない。言い換えれば、本発明の添加剤は、燃料お
よび／または添加剤組成物の生成および／または混合の前に、その最中に、あるいはその
後に燃料組成物に加えてもよい。本発明の添加剤は、燃料および／または添加剤組成物に
使用してもよい他の性能添加剤を添加する前に、添加の最中に、あるいは添加した後にそ
うした組成物に加えてもよい。本発明の添加剤は、トップ処理剤として燃料および／また
は添加剤組成物に加えてもよいし、または添加剤が使用される燃料および／または添加剤
組成物の製造品および／または販売品に加えてもよい。
【００９７】
　本明細書で使用する「ヒドロカルビル置換基」または「ヒドロカルビル基」という用語
は、当業者よく知られたその通常の意味で使用する。具体的には、この用語は、炭素原子
が分子の残部に直接結合し、主に炭化水素の特性を持つ基をいう。ヒドロカルビル基の例
として、炭化水素置換基、すなわち脂肪族置換基（たとえばアルキルまたはアルケニル）
、脂環式置換基（たとえばシクロアルキル、シクロアルケニル）、ならびに芳香族置換、
脂肪族置換および脂環式置換された芳香族置換基のほか、分子の別の部分を介して環が完
成する環状置換基（たとえば２つの置換基が一緒になって環を形成する）；置換された炭
化水素置換基、すなわち本発明の文脈では置換基の炭化水素の性質を大きく変化させない
非炭化水素基（たとえばハロ（特にクロロおよびフルオロ）、ヒドロキシ、アルコキシ、
メルカプト、アルキルメルカプト、ニトロ、ニトロソおよびスルホキシ）を含む置換基；
ヘテロ置換基、すなわち本発明の文脈では主に炭化水素の特性を持ちながらも、本来なら
ば炭素原子からなる環内または鎖内に炭素以外の原子を含む置換基が挙げられる。ヘテロ
原子としては硫黄、酸素、窒素があり、ピリジル、フリル、チエニルおよびイミダゾリル
としての置換基を包含する。一般に、ヒドロカルビル基には炭素原子１０個ごとに２つ以
下、好ましくは１つ以下の非炭化水素置換基が存在し；典型的には、ヒドロカルビル基に
非炭化水素置換基は存在しない。
【００９８】
　上述の材料の一部は最終配合物中で相互作用する可能性があるため、最終配合物の成分
が最初に加えた成分と異なる場合があることが知られている。たとえば、（たとえば清浄
剤の）金属イオンは別の分子の他の酸性またはアニオン性部位に移動する場合がある。さ
らに本発明のアシル化剤および／または置換炭化水素系添加剤も、これらが使用される組
成物の他の成分と相互作用すると、塩または他の錯体および／または誘導体を形成する場
合がある。こうして形成された製品は、本発明の組成物を使用して目的の用途に形成され
た製品を含めて、簡単に説明できない場合がある。それでも、こうした修飾体および反応
生成物は本発明の範囲内に含まれ；本発明は、上述の成分を混ぜて調製される組成物を包
含する。
【実施例】
【００９９】
　本発明について、特に有利な実施形態を記載する以下の実施例によりさらに説明する。
実施例は本発明の説明のために提供するものであり、本発明を限定することを意図するも
のではない。
【０１００】
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　実施例セット１－スクシンイミド分散剤で処理する燃料。ＲＦ－０６として知られるＥ
Ｕ認証ディーゼル燃料を市販されているスクシンイミド分散剤２００ｐｐｍで処理する。
５００ＭＬの目盛付きシリンダー７個を試験用に準備し、それぞれに長さ２００ｍｍおよ
び直径２．０ｍｍのＧｏｏｄｆｅｌｌｏｗ　Ｚｎ棒ＺＮ００７９０２の４ｃｍ切片を入れ
る。各棒の切片の重量を記録し、一定量の燃料を各シリンダーに加え、燃料組成物と亜鉛
棒とを合わせた混合物を１重量％亜鉛とする。各シリンダーに量が若干異なる燃料を充填
して各サンプルの亜鉛含有量が同じなるようにする。７つのサンプルのうち１つ（１－１
）をベースラインとして保管する。下記表に示すように他の７つのサンプル（１－２～１
－７）を各々独立に追加の添加剤２００ｐｐｍで処理する。
【０１０１】
【表１】

【０１０２】
　容器は、試験場所の暗所で周囲条件にて１４日間保存する。各サンプルを７日目および
１４日目に誘導結合プラズマ（ＩＣＰ：Ｉｎｄｕｃｔｉｖｅｌｙ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｐｌ
ａｓｍａ）解析で試験して、亜鉛含有量を判定する。実施例セット１の結果を下記表にま
とめてある。
【０１０３】
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【表２】

【０１０４】
　実施例セット２－バイオディーゼル。ディーゼル燃料の代わりに市販されているバイオ
ディーゼル燃料Ｂ１００をスクシンイミド分散剤で処理する以外は、実施例セット１と同
様にする。また、サンプル２－２～２－７中の追加の添加剤はそれぞれ燃料組成物中に５
００ｐｐｍで存在する。サンプル２－１～２－７を上述と同じ要領で試験し、その結果を
下記表にまとめてある。
【０１０５】
【表３】

【０１０６】
　上記に言及した文書はそれぞれ参照によって本明細書に援用する。実施例を除いて、あ
るいは他に明示的に記載されている場合を除いて、材料、反応条件、分子量、炭素原子数
および同種のものの量を特定する本説明の数量はすべて、「約」という語で修飾されてい
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るものと理解すべきである。他に記載（ｉｎｄｉｃａｔｅｓ）がない限り、本明細書のパ
ーセント値およびｐｐｍ値はすべての重量パーセント値であり、および／または重量ベー
スで計算されたものである。他に記載がない限り、本明細書に言及した各化学物質または
組成物は、市販グレードの材料と解釈すべきであり、異性体、副生成物、誘導体、および
通常市販グレードに存在すると理解されるような他の材料を含む場合がある。一方、各化
学成分の量は、他に記載がない限り、市販の材料に通常存在すると思われる任意の溶媒ま
たは希釈液を含めずに示す。当然のことながら、本明細書に記載する量、範囲および比率
の上限および下限は、独立に組み合わせてもよい。同様に、本発明の各要素の範囲および
量は、他の要素のいずれかの範囲または量と一緒に使用してもよい。本明細書で使用する
場合、「から本質的になる（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｅｓｓｅｎｔｉａｌｌｙ　ｏｆ）」
という表現は、検討対象の組成物の基本的および新規な特性に大きく影響しない物質を含
み得る。
【０１０７】
　さらに、上述の実施形態はすべて、単独での使用、および上述の他のすべての実施形態
と組み合わせて使用することを共に意図しており、そうした組み合わせは本発明の一部と
見なされる。上述のアミンおよびアルコールの特定の実施形態は、本発明に有用なカルボ
ン酸の特定の実施形態と組み合わせることを意図している。
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